
１．研究の背景・目的 
人口減少が著しい農山村地域では、限界集落（高齢化

率が 50%以上の集落）の数が年々増加している。国や地
方自治体は対策として「集落移転」を進めてきたが 1)、

生活環境の変化が大きく住宅建設資金が必要となるため、

過疎が要因で移転が実現した事例は極めて少ない。近年

では「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）の形成が進め

られているが 2)、中山間地域に立地する集落は小さな拠

点すらも遠い集落もあり、天災時は孤立集落となる可能

性が高い。さらに過疎集落が極小規模化した場合は、小

さな拠点と結ばれた周辺集落としての機能が保てず、自

立した生活が困難になると考えられる。 
これらの解決方法として、本研究では集落内での移

転・集住による小規模集落の維持・存続の手法について

検討する。集落内に移転することにより生活環境を大き

く変えることなくコミュニティを保ったまま居住できる

ということと、集住により独居高齢者等が助け合って生

活できると考える。対象事例として、広島県 X町のH  
 
 

集落の自治会が集落中心部に設置・運営する集住用住宅

を選定する。入居者は集落住民に限定されており、現在

では冬季居住のみであるが、集落内での集住という手法

をとっているこの事例は、生活環境の変化が少なく、コ

ミュニティも維持されている。また自治会が運営主体と

なっており、既存ストックを活用し低予算で実現した施

設で、極小規模過疎集落における移転・集住の先駆的な

事例として位置づけられる。 
関連既往研究では過疎による集落移転に関する研究は

30年以上前のものしかない。冬季集住が進んでいない要
因として人間関係や生活環境の変化への懸念があること

3)や、高齢者福祉施設である生活支援ハウスが地域での

住み続けに有効であること 4)は明らかにされている。し

かし極小規模集落（本研究では 10 世帯以下と定義）の
移転に着目した研究はなく、また集住のための住まいの

機能や地縁を保つための方法も明らかにされていない。 
以上より、本研究では中国地方の小規模集落の現状を

整理した上で、X町の集住用住宅の設置経緯・運用形態 

自治会運営による高齢者集住用住宅の設置経緯と空間構成 
－極小規模集落の移転・集住による集落再編に関する研究－ 
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ᅗ 1 ᆅ᪉ู㝈⏺集落のᩘ 

  
ᅗ 2 ୰ᅜᆅ᪉のᕷ⏫ᮧูேཱྀቑῶ⋡㸦1995㹼2015ᖺ㸧  

 
と住まいの✵間ᵓ成を明らかにすることを目的とする。

なお、X町内には福祉施設にే設した生活支援ハウスが
2 施設整ഛされており、集住用住宅とྠᵝに冬季居住が
ぢられるため、✵間ᵓ成については集住用住宅と生活支

援ハウスのẚ㍑を⾜い、前者の≉ᚩを明☜にする。᭱ᚋ

に௚地域へのᒎ㛤可能性について考ᐹを加える。 
 
㸰．ㄪᰝᴫせ 

3 ❶の中国地方の限界集落に関するࢹーࢱは国ໃㄪᰝ、
X町の人口・福祉施設等に関するࢹーࢱは町ᙺ場の地域
づくりᢸᙜ課からᚓた。4❶は現地ㄪᰝとH集落住民・
ᙺ場ᢸᙜ課（ྠ上）へのࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝを実施した。5
❶は集住用住宅設立のキー࣐ࣥとなったSẶとᙺ場ᢸᙜ
課（ྠ上）へのࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝと生活支援ハウス・集住

用住宅の現地ㄪᰝ・෗┿᧜ᙳを⾜った。6❶は集住用住
宅฼用者・生活支援ハウス入居者ཬࡧ対象集落住民への

ㄪᰝを⾜った。なお現地ㄪᰝはࢢࣥࣜ࢔ࣄ 2016年 7᭶
19㹼20᪥、9᭶ 19㹼22᪥、2017年 4᭶ 4㹼6᪥である。 

 
㸱．ᑐ㇟ᆅᇦのᴫせと高齢者⚟♴᪋設ᩚഛ≧ἣ 
3-1．୰ᅜᆅ᪉の㝈⏺集落の๭ྜ 
 ᅗ 1に地方ูの限界集落数と๭合を♧すが、集落数は 

ᅗ 3 X⏫᪋設❧ᆅᅗ 

  
ᅗ 4 X⏫ேཱྀの᥎移㸦X⏫ᥦ౪㈨ᩱよࡾⴭ者స成㸧 

 
ᮾ໭地方、஑ᕞ地方、中国地方の㡰に、限界集落数は中

国地方（4,095）、஑ᕞ地方（3,205）、ᅄ国地方（2,548）
の㡰にከい 5)。限界集落の๭合はᅄ国地方が 34.4%で᭱
も高く、ḟいで中国地方が 30.0%である。ᅗ 2に中国地
方 5県のᕷ町村ู人口増減率（1995㹼2015年）を♧す
が、人口が増加しているのは 23/118ᕷ町村༊（19.5%）
で℩ᡞ内ᾏഃにศᕸしている୍方で、中国山地のᕷ町村

の人口は大きく減少しており、3๭以上減少しているᕷ
町村も 12/118（10.2%）存在する。このことから、広島
県がྵまれる中国山地の人口減少が著しく、集落の限界

集落化が඲国の中でも進⾜していることが❚える 6)。 
3-2．X⏫のᴫせと小規模集落の⌧≧ 

X町は 2004年にᪧ 3町村が合ేしてㄌ生した。広島
県で᭱も人口減少率が高い地域で、඲域が過疎地域にᣦ

定されている 7)。᭱┒期の主⏘ᴗはᯘᴗであったが、現

在はほගᴗが中心である。JRす᪥本の在᮶⥺が 2003年
まで㏻っていたがᗫ⥺になり現在町内に㕲㐨は㏻ってい

ない。ࡑのため㊰⥺ࣂスと予⣙ᘧ࣐ࣥࢹドࢱクシーが町

内の஺㏻機関となっている 8)。また中国自ື㌴㐨のࣥ࢖

中心にあり、㌴で広島ᕷ内までࡰ࡯が町のࢪ࢙ࣥࢳーࢱ

㸯時間で⾜くことが可能である。ᅗ 3に施設ศᕸを♧す
が、合ే前ᪧ町村のྛ々の中心部が現在もᇶᖿ集落とな

っており、ၟᴗ・福祉・බඹ施設等は国㐨ἢいのみで☜ 
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ᅗ 5 X⏫の集落༢఩のேཱྀ・ୡᖏቑῶ⋡ 

（X町ᥦ౪資ᩱより著者స成） 
⾲ 1 X⏫の⚟♴᪋設㸦X⏫ᥦ౪㈨ᩱよࡾⴭ者స成㸧 

 

ㄆされる。また≉にᪧ C町の中心部にၟᴗ施設が集✚し
ている。୍方で中心地から㞳れた集落住民は᪥ᖖ生活に

も୙౽が生ࡌていることが᥎ される。2016 年 4 ᭶時
点の人口は 6,577人、世帯数は 3,056で、20年間で人口
は 35.7%減少しており、うࡕᪧ C町の減少率が᭱も高い
（ᅗ 4）。集落ࡈとの世帯数は、1-9 世帯が 25%、10-19
世帯が 26%と小規模集落が༙数以上をしめている。1996
㹼2016年の 20年間で集落の人口・世帯数が 40㸣以上減
少した集落はX町඲体の 4๭を㉸えていることもศかる
（ᅗ 5）。 

 
ᅗ 6 H集落⯟空෗┿    ᅗ 7 小Ꮠ Kの住宅のᵝᏊ 

 
ᅗ 8 小Ꮠ K住宅ᆅᅗ 

⾲ 2 小Ꮠ Kᒃ住ୡᖏ㸦X⏫ᥦ౪㈨ᩱよࡾⴭ者స成㸧 

 
 

3-3．高齢者⚟♴᪋設ᩚഛ≧ἣ 
 町内には 31 の事ᴗᡤがあり、うࡕ௓ㆤ入ᡤ施設は 4
つである（⾲ 1）。No.3 の≉㣴はࣘニットᆺとከᗋᆺが
あり、入居ᚅ機者はྛ々13人、48人（X町ᥦ౪ࢹーࢱ：
2016 年 7 ᭶時点）である。No.4・5・6 もᚅ機者が 16
㹼65人で入ᡤ施設が୙㊊している。在宅支援のἩまり・
入ᡤ施設は小規模ከ機能࣍ーム 2、▷期入ᡤ施設 3施設
で、これもᚅ機者が存在する。生活支援ハウスは 2、ࣘ
ニࣂーࣝࢧハウスが 2あり、要支援・要௓ㆤㄆ定をཷけ
ていない高齢者のみが入居できるが、町の中心部に位置

しているため、中心部から㞳れた集落住民は生活環境の

変化をవ൤なくされる。このၥ㢟に対してH集落では集
落中心部に集住用住宅が建設された。ศ㢮としては福祉

施設ではなくඹྠ住宅のため⾲ 1にはྵまれていない。 
 
㸲．H集落のᴫせ 
 ᪧ B町にྵまれるH集落は、中心部と小Ꮠ O・Kの 3 
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         ᅗ 9 集会ᡤව集住用住宅のᖹ㠃ᅗ 

 
つの小規模集落でᵓ成されている（ᅗ 6）。2016年 4᭶
1᪥時点、H集落の住民Ⓩ㘓人口は 27世帯 47人ࡔが集
落内に居住しているのは 22世帯（人数୙明）である。 
集落中心部から㞳れている小ᏐKの住民Ⓩ㘓人口は 7
世帯 10人ࡔが、集落内に居住しているのは 4世帯 7人
である。小Ꮠ Kには住宅が 11㌺あり、うࡕ 7㌺は✵き
ᐙで、ࡑのうࡕ 2㌺は᏶඲な✵きᐙ、2㌺はぶ᪘が定期
的に⟶理しており、3 ㌺はᐙ主が福祉施設に入ᡤ中であ
る（ᅗ 7・8）。集落内居住の 4世帯のᒓ性を⾲ 2に♧す。
80௦ኵ፬ 2、70௦ኵ፬ 1、90௦༢㌟ 1世帯で、うࡕ 2
世帯は㌴が運転できず஺㏻手ẁとして࣐ࣥࢹドࢱクシー

を฼用している。また 3世帯は子࡝もが県内に住んでお
り、㢖⦾にᖐ┬していることがศかった。1 世帯は⏣⯋
ᬽらしがしたく 2006年から集落に住みጞめたという。 
 
㸳．高齢者集住用住宅の設置経緯とᘓ⠏ᴫせ 
5-1．設置経緯 
１㸧ᆅᇦࣥࣛࣉ࣮ࢱࢫ࣐のస成 
 X町は、2010年ᗘに実施したᮍ᮶ᡓ␎会㆟において、
「༠ാにより地域づくりを⾜っていく必要がある」との

方㔪から、2011㹼13年ᗘの 3年間に町内 48自治᣺⯆会
を対象にྛ地༊の「地域࣐スࢱーࣥࣛࣉ」をస成するこ

ととなった。 2011年、H集落がᒓするH地域の࣐スࢱ
ーࣥࣛࣉస成にあたり、H集落住民でᙜ時町内の♫会福
祉法人にᡤᒓし地域ໟᣓ࢔ࢣシステムのጤဨをົめてい

た SẶが、自治会㛗と H集落内のᗫᰯ（1992年ᗫᰯ）
等の活用方法についてヰし合いをጞめた。2013年、SẶ
は♫会福祉法人を㏥⫋ᚋ、民生ጤဨにᑵ௵し地域ໟᣓࢣ

システムのᰕとなる在宅௓ㆤを進めるため高▱やᒱ㜧࢔

での研ಟを✚ࡑ。ࡴのᚋྠ年 11᭶、「高齢者のᏳ඲・Ᏻ
心なᬽらしを࣏ࢧートする地域࣐スࢱーࣥࣛࣉのస成」 

ᅗ 10 集住用住宅ෆの⎔ቃ 

 
というテー࣐で H 地域活性化᥎進༠㆟会により H 地域
඲住民を対象としたࢣࣥ࢔ートㄪᰝが⾜ࢃれた。ࡑの結

ᯝ、地域内から生活支援ハウスへの入居者が 2013 年時
点で 5ྡいたこと、地域で可能な限り生活したいという
ᕼᮃや冬季の㝖㞷・生活㐨の☜保の困難性、独居生活の

୙Ᏻ等がᢕᥱされ、地域内に自主運営を⾜う施設の整ഛ

が検討された。またᗫᰯ活用᱌としてࣥࣟࢧ活ືや冬期

間の集合住宅への転用要ᮃがあった。2014 年 3 ᭶に地
域࣐スࢱーࣥࣛࣉが᏶成し、➨ 1に「Ᏻ心してᬽらࡏる
生活ᇶ┙の௙⤌みづくり」、➨ 2 に「集落඲体でྲྀ⤌ࡴ
農地保඲の௙⤌みづくり」の 2点が┒り㎸まれ、集住住
宅は➨ 1の㡯目としてᥦ᱌された 9)。 
㸰㸧高齢者用集住住宅のᩚഛ᳨ウ 
地域࣐スࢱーࣥࣛࣉ᏶成ᚋ、⾜ᨻへのල体的なᥦ᱌を

⾜った。集住用住宅の整ഛについてᙜ時からH集落の中
でも≉に✚㞷㔞がከい小Ꮠ K を↔点にィ⏬が進められ
た。年齢や住民のពぢから 3世帯程ᗘの入居が予᝿され
たこともあり、大規模な施設になるᗫᰯの活用ではなく

集会ᡤに増設する形で建設が進ࡴ。キッࣥࢳはಶᐊに設

置することで工事㈝がかさࡴこと、「ඹྠ生活」が࣋ース

となって進められたィ⏬ということもあり、ඹྠの 1つ
のみとなった。建設㈝は⥲ົ┬の⿵助金 2༓୓෇、自治
会㈇ᢸ 100 ୓෇のィ 2100 ୓෇で、うࡕ工事㈝が
20,520,000෇、ഛရ௦が 486,608෇である。 
施設の⟶理・運営は自治会で⾜う。฼用ᩱ金・入居᮲

௳ともにཌ生ປാ┬の定める生活支援ハウスとྠࡌ形態

にしており、自立した生活ができる高齢者のみが対象で

年金ཷ⤥㢠にᛂࡌて金㢠は変ືする。2015年 11᭶より
冬期移転ᕼᮃ者による฼用が㛤ጞされた。 
5-2．空間構成と設ഛᶵ⬟ 
施設ᖹ㠃ᅗをᅗ 9に♧す。ᮌ㐀ᖹᒇ建ての集会ᡤのᩜ 
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⾲ 3 ⏕άᨭ᥼ࢫ࢘ࣁとのẚ㍑ 

 
 
地すഃの✵地に、集住用住宅としての施設が増⠏された。    
シーの保ㆤから集会ᡤとはูにࣂ࢖ࣛࣉトࣛࣥスは࢚ࣥ

設けられ、中ᗯ下をᣳみ໭ഃにඹ用のỈᘔり・ඹ用✵間、

༡ഃにಶᐊ 3ᐊが㓄置されている。⋞関࣍ーࣝに᭱も近
い位置にキッࣥࢳ・ㄯヰᐊが㓄置され、஺ὶや㣗事の場

にあてられる。4 ␚の␚ス࣌ースにはテࣞࣅとᗙ༟が置
かれくつࡂࢁの場となっている。集会ᡤにもㄪ理ᐊが設

置されているが、ཎ๎として集会ᡤ฼用者が集住用住宅

のㄯヰᐊ、もしくは集住用住宅฼用者が集会ᡤのㄪ理ᐊ

を฼用することはできない。ᾎᐊ・トࣞ࢖は 1ᐊずつで
ඹ用である。ಶᐊには設ഛ機能はなく 8␚のワࣥࣝーム
である。ᬮᡣ設ഛとᢡり␚み࣋ッドはഛࢃっているがࡑ

れ以እは持ࡕ㎸ࡴ必要がある。 
集住用住宅の✵間ᵓ成・機能の≉ᚩを明☜にするため、

㢮ఝの用㏵である生活支援ハウスとẚ㍑した（⾲ 3）。生
活支援ハウスは A・Bともಶᐊ内にトࣞ࢖・⡆᫆キッࢳ
ࣥがあり、入ᾎ以እの᪥ᖖ生活をಶᐊ内で⾜うことがで

きる。自立した生活を㏦ることができることが入居᮲௳

であり、ඹྠ生活を㏦ることを目的としていないため、

施設内に஺ὶのための✵間は整ഛされていない。 
 
㸴．移転による⏕ά⎔ቃのኚ໬と集住用住宅の฼用ᐇែ 
6-1． ฼用ᐇែ 

2015年ᗘは 80௦ኵ፬と 90௦の独居⏨性の 2世帯 3
人が入居した。ࡕ࡝らも冬期の自宅でのᬽらしは✚㞷に

よる஺㏻手ẁの㐽᩿や自宅のᐮさが理⏤で移転を決めた。

移転中のᬽらしとしては、᪂⠏の建≀ということもあり

ᬮかく、またࣂス೵が近く฼౽性もྥ上するという฼点 

⾲ 4 移転๓ᚋの⏕ά⎔ቃのኚ໬ 

 

 

 
がある཯㠃、ඹྠ生活でẼを㐵うため௒ᚋの฼用を㏞っ

ているというኌがあった。キッࣥࢳがඹྠで、入居者の

中でዪ性は 1人であったため⅕事Ὑ℆な࡝で独居⏨性に
Ẽを㐵うことがከく、ኵ፬・⏨性ともにẼවࡡする生活

を㏦っていたということがࢢࣥࣜ࢔ࣄからศかっている。 
2016年ᗘは入居者はおらず、᫖年ᗘ入居していた独居
⏨性は入院中である。ኵ፬はᜥ子ኵ፬の住ࡴ໭ᾏ㐨でᬽ

らし、ᜥ子ኵ፬のᐙはᬮかく㣗事もసってもらえること

からᛌ㐺な生活を㏦れたが、住み័れた地域で住み続け

ることができるに㉺したことはないと、᮶年ᗘの冬には

集住用住宅を฼用する予定である。 
6-2．⏕ά⎔ቃのኚ໬ 
集落内に建設された集住用住宅と、ᇶᖿ集落に設置さ

れた生活支援ハウス A・Bを対象に、居住者の生活環境
の変化をẚ㍑する（⾲ 4）。生活支援ハウスについては冬
季居住者の自宅がある集落とのẚ㍑である。なお、生活

支援ハウス Aには 3世帯 3人、Bには 11世帯 14人が入
居している。 
集住用住宅は集落内にあることから、周辺には住居し

かない（ᅗ 11）。しかしスーࣃーまでの経㊰㊥㞳は小Ꮠ
K は 16.7km（᭱ᐤりのスーࣃーからの経㊰㊥㞳が᭱㛗
の住居まで）から 15.3kmになる。㊥㞳は大ᕪないが、
中心部には㊰⥺ࣂスも㏻っているため஺㏻の฼౽性は上

がる。またᶆ高は 小ᏐKは 661mで集住用住宅は 584m

施設໌ +集落集住用住宅 生活支援ハウス$ 生活支援ハウス%

؏֐

ӣӨकର 自࣑ճ ऀճ福祉٠ڢճ ऀճ福祉٠ڢճ
ཤ用ఈҽ �࣪ �࣪ ��࣪（�࣪：�人用࣪ݺ）
೘ڋඇ

कͪるݒ設
の໪ద

集ճ所 福祉施設 බӅ

໨ଆฑԲ 5&ଆ�֌ 5&ଆ�֌

�)�集ճ所ʀ生活支援ハウス
�)�ଡ機೵ϙʖϞ�生活支援ハ

ウスɻ�)�୉ཌྷ場
�)�ਏ療所ɻ�)�ଡ機೵ϙʖϞ

�)�生活支援ハウス

同設ඍڠ
Ϋροϱʀφ΢Ϫʀཌྷ࣪ʀ

જ໚所ʀજୗ࣪
ཌྷ࣪ʀજୗ࣪ ཌྷ࣪ʀજୗ࣪ʀീ

ஈ๬設ඍɻɽ ྮஈ๬設ඍɻɽ ψʖスαʖϩɼྮஈ๬設ඍɼ
τʖϔϩɼղޤ用΢スɽ

ଆߑ

ֻ݆����������ԃ

࣪ݺ

φ΢Ϫ
φ΢Ϫ

ు動ϗρχ
ϗρχ Ϋροϱ

Ϋροϱ

+集落�ঘ࣊.� 生活支援ハウス$生活支援ハウス%

Ң఺઴ 16.7km 13.4km 10.7km
஭� Ң఺ޛ 15.3km 7.6km 280m

Ң఺઴ ����人 ����人 ����人
஭� Ң఺ޛ �世帯�೘ंڋ �人 ��人

஭�
Ң఺઴ 661m 415m 472m

Ң఺ޛ 584m 274m 281m
஭ɻ��：Ҳ൬近͏๏スʖϏʖ͖ΔҢ఺ଲে集落のܨ࿑ړ཯が࠹ௗの住ڋΉͲΝ
ɻɻɻɻ*RRJOHϜρϕにΓりϩʖφͪ͢ࡩݗ΍の
ɻɻ��：Ң఺઴ʞ֦住ڋのൔܚ���P圏内に住ΞͲ͏る人口のฑۋ
ɻɻɻɻҢ఺ޛʞ֦生活支援ハウスΝཤ用 ͱ͢͏る人数（����೧��఼݆࣎）
ɻɻ��：集落のҲ൬୼の住ڋのඬ高ɻυʖνӀ用ݫ：ஏཀྵӅஏਦ（ుࢢ国ౖ:HE）

ඬ高

集落
スʖϏʖ
ΉͲの

཯ړ࿑ܨ

ൔܚ���P
内の住຿

ώスం

੽ஏߏָ 集ճ所 ݋ 集住用住宅

ਦ஦のಝにىफ़の͵͏օ৯のݒ෼ͺસͱे୒Ͳ͍る

ᅗ 11 集住用住宅࿘㎶ᆅᅗ 
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と 80m࡝࡯低くなっている。移転した場合⣙ 0.4㹼0.8Υ
の上᪼があると考えられ、0Υを下ᅇることが減り✚㞷
㔞にも㐪いが生ࡌると考えられるὀ 1）。୍ 方、生活支援ハ

ウス A の場合、移転ᚋはスーࣃーまでの㊥㞳が⣙༙ศ、
生活支援ハウスBの場合、移転ᚋはᚐṌ圏内になるな࡝、
H集落内での移転よりも฼౽性が上がる。しかし集落内
移転の場合は住み័れた地に住み続けられるという฼点

があり、近㞄住民とのコミュニティも維持される。 
6-3．空間ᶵ⬟・運営᪉ἲにࡅ࠾るㄢ㢟 
集住用住宅と生活支援ハウスࡑれࡒれの施設฼用者へ

のࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝからಶ人の生活ࣜࢬムの維持のために

もಶᐊ内にキッࣥࢳは必要ࡔというពぢがከかった。ま

た集住用住宅はὙ℆≀をᖸすとこࢁがないため、✵き部

ᒇを஝⇱ᐊとして฼用していたが、฼用者が増えること

を᝿定して஝⇱機等の設置がᮃまれている。 
現状は✚㞷時の冬季のみの฼用のため、移転の㝿のᘬ

㉺しの㈇ᢸが大きく、年中Ⲵ≀を置いておける௙⤌みが

ᮃまれている。また集住用住宅を㏻年฼用できるように

して࡯しいとの要ᮃがあったが、S Ặのヰによると自治
会㈝を౑っている施設ということもあり、地域඲体のᖹ

等性を考៖して「冬期のみの集住用住宅」のコࣥࣉࢭト

は変えない予定である。またᬮかい時期は地域እから᮶

た集落住民のᐙ᪘や、子࡝もの合ᐟ等のᐟἩ場ᡤとして

の活用も考えられているという。 
町としては௒ᚋ自宅での生活が୙Ᏻになる住民が増え

た時のための対策を検討中である。本事例をᇶに地域に

合ࡏࢃた集住用住宅整ഛのࣀウハウをᵓ⠏し௚地域への

ᒎ㛤を目ᣦしている。また௒ᚋ、3 部ᒇでは୙㊊してく
ることも予᝿されるため増⠏・ᨵಟをど野に入れている。 
 
㸵．⤖ㄽ 
本ㄽでは、極小規模過疎集落の高齢者集住用住宅を対

象に、設置経緯と✵間ᵓ成を整理するとともに、฼用実

態ཬࡧ生活支援ハウスとのẚ㍑を㏻して課㢟を明らかに

した。ᚓられた▱ぢは以下のとおりである。 

1）中国地方は限界集落数が᭱もከく、≉に中国山地の
人口減少が著しい。X町は 20 年間で人口が 3๭以上
減少し、19世帯以下の小規模集落が༙数以上を༨めて
おり、極小規模集落の維持・存続がཝしい地域である。 

2）地域࣐スࢱーࣥࣛࣉのస成をዎ機に、H 集落住民の
ᥦ᱌によって集住住宅の建設が決定された。集落中心

部から 2.7kmに位置するH集落小ᏐK（4世帯 7人）
の住民を対象とし、施設必要規模を考៖し集会ᡤに増

設することで整ഛ㈝が㍍減されている。 
3）集住用住宅はඹྠ生活を㏦ることを目的にᖹ㠃ィ⏬
が立てられており、キッࢳ ・ࣥᾎᐊ・トࣞ࢖はඹྠで、

஺ὶス࣌ースも設けられている。ಶᐊはワࣥࣝームで

3 ᐊが整ഛされているが設ഛ機能はなく、入居者から
はඹྠ生活はẼを㐵うのでಶᐊ内にキッࣥࢳがḧしい

というពぢがあった。 
4）ึ年ᗘは 2世帯 3人の฼用があり、2016年は入居者
の体ㄪの変化や子世帯との୍ḟྠ居のため฼用がなか

った。しかし、2017年は入居のᕼᮃが❚え、地域内移
転のニーࢬがあることが☜ㄆされた。生活支援ハウス

への移転の場合とẚ㍑すると、移転ᚋの生活の฼౽性

は大きくྥ上しないが、住み័れた地域でコミュニテ

ィを維持したままᬽらすことができる。 
以上より、極小規模集落の集落内の移転は高齢者の✚

㞷時等の生活୙Ᏻの㍍減や地域居住の維持に୍定の効ᯝ

があるとゝえる。௚地域へのᒎ㛤にྥけては、集会ᡤを

有す集落はከいため福祉施設へのే設でなく、H集落の
ように自治会で低コストに設置・運営できる௙⤌みを☜

立することが必要であると考える。୍方、高齢者のඹྠ

生活に関しては、生活ࣜࢬムの維持やẼවࡡしてしまう

という点から、高齢者が㣗事をඹྠで⾜うことの困難性

が♧された。また、限界集落ではẚ㍑的ⱝいとされる 70
௦の人が、遠៖して集住用住宅を฼用できないというព

ぢもあった。これに対し、ᬑẁは入居者への᪥中の࣏ࢧ

ートᙺとして集住用住宅を支えてもらい、ฟ入りしやす

い㞺ᅖẼをつくることが考えられるが、ඹྠ生活のしく

みや࣏ࢧート体ไについては、௒ᚋの研究課㢟としたい。 
 
ὀ㔘 
1）対象地に᭱も近いほ 地点の 1᭶のᖹᆒẼ が 1.8Υであり、ᶆ高は
100m上がるࡈとにẼ は 0.5ࠥ1Υ低くなる（ฟ඾：Ẽ象ᗇ） 
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